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議案第 ２４ 号  

 

平成３０年度周南市地方卸売市場事業特別会計予算 

 

平成３０年度周南市の地方卸売市場事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６７，４９３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

る。 

（地方債） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 

地方債」による。 

（歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予

算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

   平成３０年２月２１日 提出 

 

                        周南市長  木  村  健 一 郎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－715－ 
− 715 −
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1 48,672

1 使用料 48,672

2 4

1 財産運用収入 4

3 37,011

1 一般会計繰入金 37,011

4 25,306

1 雑入 25,306

5 56,500

1 市債 56,500

167,493

- 716 -

使用料及び手数料

財産収入

繰入金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項

− 716 −



1 161,460

1 地方卸売市場費 115,882

2 水産物市場費 45,578

2 5,033

1 公債費 5,033

3 1,000

1 予備費 1,000

167,493

- 717 -

 千円

卸売市場費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

款

歳　　出

項 金　　　　　額

− 717 −



 第   ２   表　　　　地　方　債

（単位　千円）

計 56,500

〃水産物市場施設整備事業 13,200 〃 〃

普通貸借
又は

証券発行

5.0％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入
れる資金について、利
率の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

卸売市場施設整備事業 43,300

政府資金についてはその
融資条件により、その他の
場合は協議して定める。た
だし、市財政の都合により
据置期間及び償還期限を
短縮し、若しくは繰上償還
し、又は借換えすることがで
きる。

償　還　の　方　法起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利　　　　　率

－718－

− 718 −



 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 方 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 
 

予 算 に関 する説 明 書  





１　総　　括

（歳　　入）

1 使用料及び手数料 48,672 46,293 2,379

2 財産収入 4 0 4

3 繰入金 37,011 173,739 △136,728

4 諸収入 25,306 22,182 3,124

5 市債 56,500 32,100 24,400

167,493 274,314 △106,821

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円  千円  千円

歳　　入　　合　　計

- 719 -
− 719 −
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− 722 −



− 723 −



− 724 −



− 725 −



− 726 −



− 727 −



− 728 −



− 729 −



− 730 −



− 731 −



− 732 −



− 733 −



　１　特　別　職

期末手当
（千円）

年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円）

        地方卸売市場事業特別会計

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

－734－

職員数 共済費 合　　計 備　考
給　　料

そ の 他
の 手 当

計

給　　与　　費　　明　　細　　書

長　　等

議　　員

 その他の
 特別職

0 5

区　　　　分

0 5計

長　　等

議　　員

 その他の
 特別職

計

5

5 0 5

992 3 99526 992

992 992 3 995

997 3 1,000

997 3 1,000

比
　
　
　
　
　
較

報　　酬

長　　等

議　　員

計

 その他の
 特別職

26 997

26

本
　
　
　
年
　
　
　
度

前
　
　
　
年
　
　
　
度

26 997

5 0

− 734 −

地方卸売市場事業特別会計



　２　一　般　職

　　(1)　　総　　括

        地方卸売市場事業特別会計

4

438

区　　　分

本　年　度

前　年　度

比　　　較

本　年　度

区　　　分
期末勤勉
手　　　当

地域手当

（千円）

5,811

（千円）

管理職員特
別勤務手当

前　年　度 5,634

（千円） （千円）

管理職手当

13,680

比　　　較

通勤手当扶養手当 住居手当

36

（千円）

4,3017,949 21,709

（千円）（千円）

共　済　費
報　　　酬

合　　　計 備　考

－735－

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

13,760

計
区　　　分

（千円） （千円） （千円）（人）

給　　　料 職員手当
職員数

職
　
　
員
　
　
手
　
　
当
　
　
の
　
　
内
　
　
訳

（千円） （千円）

264

（千円） （千円） （千円）

4,160

190 270 141

宿日直手当

7,759 21,439

特殊勤務
手　　　当

夜間勤務
手　　　当

80

時   間   外
勤 務 手 当手　　　当

（千円）（千円）

936

900 523

（千円）

0

177

264

442

（千円） （千円）

本　年　度

前　年　度

比　　　較 0

3

3

496

△ 27

休日勤務

単身赴任
手　　　当

退職手当 児童手当

（千円）

26,010

25,599

411

− 735 −
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　　(2)　　給料及び職員手当の増減額の明細

　　(3)　　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

イ　初　任　給

        地方卸売市場事業特別会計

－736－

一 般 行 政 職
一 般 行 政 職

50.92

379,100

区  　　分

給与改定に伴う増減分 14

429,317

給料表の改定

制度改正に伴う増減分

△ 3

193

昇給に伴う増加分 66

給与改定に伴う影響額

平成３０年１月１日現在

380,300

49.92

異動等による調整

職　員　手　当 190

433,477

179,200

（円）

151,500

185,800

（円）

国　の　制　度

147,100

説　　　　明 備　　　　考

平   均   年   齢   （歳）

増　減　事　由　別　内　訳
（千円）

区　　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 等

区  　　分
（千円）

増 減 額

80給　　　　　　料

高 　校 　卒

大 　学 　卒

その他の増減分

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平成２９年１月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平   均   年   齢   （歳）

− 736 −
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ウ　級別職員数

（注）構成比は四捨五入によっているので、端数において計が一致しない場合がある。

        地方卸売市場事業特別会計

3

8

100.0計

平成２９年１月１日現在

平成３０年１月１日現在

7

5

2

3

4

2 66.7

33.3

計

1

1

6

構成比(%)

100.0

1

33.3

2

7

1

一 般 行 政 職 等

級 職員数(人)

3

区　　　　分

2 66.7

－737－

6

8

3

4

5

− 737 −

地方卸売市場事業特別会計



（級別の標準的な職務内容)

        地方卸売市場事業特別会計

定型的な業務を行う職務

２ 級

－738－

区  　　分 一 般 職

１ 級

７ 級 課等の長の職務

５ 級 係長等の職務

副主任等の職務

３ 級

６ 級 課長補佐等の職務

主任等の職務

４ 級 主査等の職務

８ 級
１　部等の長の職務

２　部等の次長の職務

− 738 −

地方卸売市場事業特別会計



エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

２号給 （人）

４号給 （人）

６号給 （人）

８号給 （人）

（人）

（Ｂ）／（Ａ） （％）

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

        地方卸売市場事業特別会計

代表的な職種
合　　　計

3

比 率

区　　　　　　　　　　　　分
一般行政職等

3

区 分

昇給に係る職員数

3

3

職 員 数

区 分
支　給　期　別　支　給　率

号 給 数 別 内 訳

６月　(月分)

3

本

年

度

昇給に係る職員数 3

47.709

47.709

前

年

度

国 の 制 度

3

有

3

職 員 数

備 考
その他の

加算措置等

35年勤続
の　　　者

(月分)

最高限度
(月分)

100.0

有

100.0

2.275

4.30前 年 度 2.075

2.2752.125

2.225

本 年 度

－739－

支 給 率 等

33.27075

24.586875

24.586875

33.27075

国 の 制 度
(支給率等)

定年前早期退職特
例措置

定年前早期退職特
例措置

4.40

3

100.0

備　　　　考

47.709

有

職 制 上 の 段 階 ・ 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

4.40

47.709

支 給 率 計
(月分)

25年勤続
の　　　者

(月分)

20年勤続
の　　　者

(月分)

3

3

2.125

3

号 給 数 別 内 訳

１２月　(月分)

100.0比 率

− 739 −

地方卸売市場事業特別会計



キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

該当なし

ケ　その他の手当

        地方卸売市場事業特別会計

－740－

改 定 の 内 容

同じ通 勤 手 当

住 居 手 当

周南市

3

3

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ）

3

国 の 制 度
と の 異 同

同じ

同じ

扶 養 手 当

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 ( ％ )

区 分

支 給 対 象 地 域

支 給 率 （ ％ ）

− 740 −

地方卸売市場事業特別会計



（単位　千円）

        地方卸売市場事業特別会計

地 方 債 の 前 々 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調書

区　　　　　分
前 々 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現在高見込額

当該年度中増減見込み
当 該 年 度 末

現在高見込額当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当該年度中元
金償還見込額

4,086 128,238

1 普 通 債 160,429 75,824 56,500 4,086 128,238

(1) 市 場 160,429 75,824 56,500

－741－

− 741 −

地方卸売市場事業特別会計



－742－− 742 −


